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災害ボランティアのダブル・バインド 
－自粛要請とその対抗言説のメタメッセージに着目して－ 

Double-bind of Disaster Volunteering in Japan 

－ Focusing on the meta-messages for self-restraint and counter discourses － 

 
大門大朗1 

Hiroaki DAIMON 
 

要約 
本研究は、近年強まっている災害ボランティアに関する2つの対抗言説―「そもそもボランティアは自由だ」対「ボ

ランティアを自粛するべき」―がはらむ矛盾がダブル・バインドを生み出していることを指摘する。具体的には、「ボ

ランティアは利他的かつ自由に被災者にかかわるものだ」というメッセージの背景で、「個別に被災地に行くことは控

え、災害ボランティアセンターを通して活動せよ」というボランティアへのメッセージが、そのメッセージの受け手

であるボランティアに、情報待ち、関係の固定化、情報の一意化という 3 つのダブル・バインドを生じさせているこ

とを指摘した。このダブル・バインドから脱却するために、ベイトソンの識別と賭けのコンテクスト論を援用し、こ

れまでのコンテクストから離脱し、新たなコンテクストへ移行するような実践が必要であることを論じる。具体的に

は、ダブル・バインドの外部にある現実の被災地においてすでに生じている多様なボランティア活動を事例として示

し、新たなコンテクストの萌芽を探った。本研究は、災害ボランティアのあり方に関する新たな視点を提供し、被災

地における災害ボランティアの実践につなげようとするものである。 
 
Abstract 

This study points out that public discourses to refrain from volunteering have created a double bind situation that undermines the 
autonomy of volunteer activities. Specifically, the message to volunteers to "refrain from going to the disaster area individually" has 
led to three double binds for volunteers: waiting for information (delaying self-initiated action), fixing relationships (reinforcing the 
hierarchical relation between authorities and volunteers), and unifying information (narrowing acceptable activities to those recognized 
by official systems). To overcome these double binds, this study argues for practices that transition to a new context that recognizes the 
diversity and autonomy of volunteer activities, utilizing Bateson's theories of the context of distinction and the context of play, which 
suggests moving beyond fixed assumptions and experimenting with new forms of engagement. Concretely, by presenting cases of 
diverse volunteer activities already occurring in real disaster-stricken areas that are outside the dominant control framework, this study 
explores the emergence of a new context. This research aims to provide a new perspective on the nature of disaster volunteering and 
contribute to practical disaster volunteer activities in disaster-stricken areas. 

 
キーワード: 令和6年能登半島地震、災害ボランティア、ダブル・バインド 
Keywords: The 2024 Noto Peninsula Earthquake, Disaster Volunteer, Double bind 

 

１．はじめに 
 近年、災害ボランティアに関する問題は、秩序化

と遊動化という2つの実践のモードとして整理され

てきた。事実、災害発生直後の個別のボランティア

を自粛するような動きや、災害ボランティアセンタ

ーでの管理を強めたりする秩序化の流れは近年強ま

っていると言えるだろう。だが、そのような支援を

制度の中に取り込もうとしている動きの一方で、一

様な管理体制のもとでは、かえって被災者が助から

ない現状が生まれていることから、「ただ傍にいる」

という言説に見られるように多様な支援のあり方や

市民の自由なあり方を称揚する遊動化のモードも現

実場面では見られるようになっている。 
これらのことは、秩序化のドライブとそれに対す

る遊動化のドライブといういわば、A対Bという形で

理論的には解消されてきたように思われる。言い換

えれば、近年、秩序化のドライブが席巻する中では、

遊動化のドライブが回復されることが重要視されて



大門：災害ボランティアのダブル・バインド 

 

14 

きた。もちろん、Aの中にもBの要素がある（マニュ

アル化された中での新たなニーズへの柔軟な対応

等）、Bの中のA（足湯ボランティアにおける「つぶ

やき」カードの管理等）といったように、それぞれ

の要素が不要であるというよりも、両者の緊張関係

の中で相互補完的な関係があることも述べられてき

た。しかしながら、そこでは、A対Bが抱えるそれそ

のものの矛盾、あるいは、対抗言説によって生じる

副作用については十分に考察されていない。 
本稿では、日本において、このような2つのモード

（秩序化と遊動化）が先鋭化していく中で生じた一

つの帰結として、令和6年能登半島地震後の災害ボラ

ンティアへの言説を分析する。言い換えれば、これ

まで災害ボランティアの利他性や自発性が称揚され

つつも、それらを制度や秩序の下におこうとしてき

た日本社会の中で、石川県が発出した災害ボランテ

ィアの自粛要請を一つの災害情報として分析し、そ

れらがはらむメッセージ（とメタメッセージ）につ

いて、ダブル・バインドの観点から分析、整理しよ

うとするものである。さらに、それらが、管理を主

眼とする行政のメッセージの問題ではなく、その受

け取り手である災害ボランティア―さらに言えば、

支援を担いうる可能性のある地域住民全体―と行政

の共犯的関係に淵源していることを指摘する。上記

のような診断を踏まえ、それらのダブル・バインド

状態から脱却するために、ベイトソンによる識別の

コンテクストと賭けのコンテクストの整理を踏まえ、

災害ボランティアが今後の同種の自粛要請から脱却

するための方策について考察する。 
確かに、令和6年能登半島地震発生後から、一つ問

題となっていたのは、災害ボランティアを含む外部

支援者が非常に少ないということであった（渥美・

頼政・大門, 2024）。その理由として、宮前・大門・

渥美（2024）は、地理的要因、救命活動の長期化、

避難所への避難によるニーズ抽出の困難、公助の限

界、文化的心理的要因、災害ボランティアセンター

のボトルネック化、そして公的な言説の7つの要因が

影響していることを指摘している。その中でも、公

的な言説として指摘されている、外部者へ現地入り

して支援を控えるよう石川県が出した要請やその後

のソーシャルメディア上の言説により、災害ボラン

ティアの初動の遅れや、全体的な災害ボランティア

数の低調につながったことが指摘されている（宮前・

大門・渥美, 2024）。 
 しかしながら、災害ボランティアの初動の遅れや

低調を、公的な言説の影響の側にのみ限って批判す

ることは、今回の現象のもう一つの側面を捉えそこ

ねているように思われる。確かに、公的な言説によ

り、被災地において活動することが社会悪であるか

のような状況が生まれた（渥美・頼政・大門, 2024）。
だが、災害ボランティアは、自由な意思に基づき、

誰かに指示されて動くものではないとするならば、

その意味では公的な言説からも自由なはずである。

支援が必要とされている人々のニーズについて、わ

ざわざ行政から指示されなくとも、被災地において

自ら必要なことを考え、実行できるということであ

る。なぜなら、人々は混乱や混沌に陥るのではなく、

理性的・利他的に振る舞うことは、広く世界的に知

られているからである（e.g., Dynes & Quarantelli, 
1972; Oliver-Smith, 1999; Quarantelli, 1993）。 
 本稿が指摘しようとするのは、これらが能登半島

地震にのみ限られた特殊な事例ということではなく、

むしろ、必然的に生じた―そして、能登半島地震に

おいてそれが極点として現れた―帰結であったこと

である。言い換えれば、制度下におこうとするモー

ドの強まりと、そこから逃れようとしてきたモード

の強まりによって、現実場面で活動しようとしてい

る災害ボランティアを却って制限したのではないか

という点である。著者の見立てでは、市民社会の側

がなぜボランティアを「行わなかったのか」という

問いを、自粛の雰囲気を「受け入れざるをえなかっ

たのか」という問いとして転換すべきでないかと考

えている。 
 
２．「ボランティア自粛」のダブル・バインド 
 まずは、災害ボランティアに対する2つのモード―

秩序化対遊動化―が、現場で活動する災害ボランテ

ィアに与える影響について整理しておきたい。ここ

では、行政や国、社会から住民に発出される災害に

関する情報を分析する上で、住民の主体性に関わる

メッセージが抱える矛盾について指摘した矢守

（2009）が参考になるので迂遠ではあるが、本論の

補助線として解説したい。 
矢守（2009）は、ベイトソンのダブル・バインド

論を踏まえて、住民の自主的な避難を促す避難情報

が根源的に孕む矛盾によって、かえって住民が「情

報待ち」に陥ってしまうことを指摘している。例え

ば、行政から発出される早めの避難を促すような一

連の災害情報は、文字通り明示的な意味を捉えれば

早めの自主的な住民の避難を促すメッセージである。

だが、その一方で、それは暗に、この種の避難情報

を待ってから避難すべきだという暗黙のメッセージ
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（メタメッセージ）も含まれている。つまり、住民

側には、主体的に避難せよというメッセージとは裏

腹に、その情報に従えという矛盾した情報として映

ることになる。ベイトソンは前者の明示的なメッセ

ージに対して、後者の非明示的に示されるメッセー

ジをメタメッセージと呼び、メッセージとメタメッ

セージの間に矛盾が生じるような場合に、メッセー

ジの受け手が身動きが取れなくなってしまう（拘束

されてしまう）ことをダブル・バインド状態として

整理している(1)。 
 矢守（2009）は、受け手である住民の主体性に関

わるような災害情報がもたらすダブル・バインドに

ついて、大きく分けて3つ―著者なりの表現では、情

報待ち、関係の固定化、情報の一意化―を指摘して

いる。すでに指摘したように、第一の水準において、

主体的な判断を促す情報は、メタメッセージとして、

その情報に従うよう要請するという意味でダブル・

バインド状態を引き起こす。さらに、この第一の水

準でのダブル・バインドは、第二の水準において、

さらなる2つのメタメッセージ（コンテクスト）を生

み出す。一つには、この種のメッセージには、災害

情報を発出する側の行政や専門家とそれを受け取る

一般住民という関係が前提とされているというメタ

メッセージが内在されている点に淵源する。このこ

とは、一般住民が災害情報を発出する（例えば、ロ

ーカルな観測情報を行政に知らせる）ような可能性

を隠蔽したまま、一般住民に情報を発出するのは行

政や専門家であるという関係を再生産、固定化して 
しまうという指摘である。 
もう一つは、災害情報とは（高齢者等避難のよう

な段階の違いや、地域に応じた情報の違いはあれど

も）一般住民全てにアナウンスできるような均質な

メッセージとして記述されるべきというメタメッセ

ージを孕んでいる点である。つまり、災害情報は多

様な担い手から受け手へ、多様な情報を発出する可

能性（例えば、自主防災組織から市役所の危機管理

担当者にすでに浸水が始まっており垂直避難に切り

替えるべきと指示するなど）があるにもかかわらず、

災害情報とは行政や専門家によるマスの住民へ届け

られる疑問の余地のない一意的なメッセージである

べきだという認識が共有される。 
 この2つの水準の3つの指摘（情報待ち、関係の固

定化、情報の一意化）は、災害ボランティア自粛の

言説においても有用な視座を与えうる。表1は、上述

した避難に関する災害情報が孕むダブル・バインド

と、ボランティア自粛に関する公的な言説のダブル・

バインドをまとめたものである。 
第一の情報待ちに関していえば、ボランティアは

主体的に実施されるものである一方で、ボランティ

アとは受け入れ体制ができたというメッセージを待

って行うべきものだというメタメッセージが含まれ

ている点である。そこには、主体的に行うべきボラ

ンティア活動の言説に対して、情報の出し手に従う

べきだというメタメッセージとの間にダブル・バイ

ンドを生じさせうる。 
第二の関係の固定化においては、このメッセージ

が有効に機能するとすれば、そこには災害ボランテ

ィアを受け入れる主体である行政（災害ボランティ

アセンター）とそれを利用させてもらう一般住民が

存在するということになる。言い換えれば、そのメ

タメッセージには、「行政から一般住民（災害ボラ

ンティア）へ」という関係が前提とされている。つ

まり、「ボランティアには管理する側と管理される

側がいますよ」というメタメッセージの存在が示唆

されるということである。 
そして、第三に、この種のメッセージによって、

災害ボランティアに関する情報の一意化が起こるこ

とになる。第二のメタメッセージが意味するのは、

災害ボランティアは、災害ボランティアセンターの

ように管理する側と管理される側を前提として実施

されるものということであった。言い換えれば、災

害ボランティアセンターを経由しない活動は、不適

当であるというメタメッセージを含んでいる。現実

の被災地において、仮に多様な活動（サロン活動、

制度の相談等）や多様なチャネル（直接現地に行く、

支援組織を介して等）や立場（一個人、支援団体、

企業、宗教組織等）があったとしても、そこでは「災

害ボランティアセンターを介した活動が災害ボラン

表1 避難と災害ボランティアに関する情報のダブル・バインド 

水準 種類 避難情報 災害ボランティア 
第一レ

ベル 
メッセージ／ 
メタメッセージ（情報待ち） 

早めに避難してください／避難

情報が出るまで待ってください 
自発的に活動してください／受

け入れ体制ができるのを待って

ください 
第二レ

ベル 
メタメッセ

ージ（コン

テクスト） 

関係の固定化 情報は行政・専門家が出すもの 災害ボランティアセンターを通

して実施するもの 
情報の一意化 情報は客観的であるべき 活動は定められているべき 
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ティア活動である」という倒錯した認識が生じるこ

とになる。つまり、災害ボランティアに関する情報

の一意化とは、災害ボランティア活動は災害ボラン

ティアセンターを通して実施されている活動である

―そして、それ以外の活動ではない―というコンテ

クストを引き起こすということである。 
 
３．公的な発言―災害ボランティアへのメッセージ 
 上記の整理を出発点として、本章では、ボランテ

ィア自粛の風潮を生み出した令和6年能登半島地震

後の災害ボランティアへのメッセージを整理してお

き、この枠組みが有効であることを確認しておきた

い。まず、石川県の公的な発言の変遷(2)を宮前・大

門・渥美（2024）は、人命救助期（～1月7日）、避難

完了期（～1月21日）、復旧期（～4月9日）の3つの

時期に分けて整理している。はじめて、ボランティ

アを自粛するよう県知事が呼びかけたのは、人命救

助期であった。具体的には、第11回災害対策本部会

議（以下、単に回数のみ表示）での「被災地に入る

道路が渋滞しており、迅速な物資の配送を含む支援

に支障をきたすことのないよう、個人的なボランテ

ィアや不要不急の用事で能登に入ることは厳に控え

ていただきたい」とのメッセージが最初に発出され

た。 
その後、避難完了期には、一時的にボランティア

受け入れの準備について言及されたが、災害ボラン

ティアセンターの開設が始まりつつあった復旧期に

は再度災害ボランティアの自粛を呼びかけている。

具体的には、「支援物資の輸送をはじめ、復旧を円滑

に進めるため、改めて、今はまだ、個人的なボラン

ティアや不要不急の用事で能登に入ることは控えて

ください」（第31回、1月28日）、「当面、一般ボラン

ティアの方には、金沢からバスでまとまって被災地

に入っていただく。したがって、個人的なボランテ

ィアで個別に能登に入ることは、道路状況や安全上

の問題からお控えいただきたい」（第32回、1月31日）

と述べ、再度、県を経由しない災害ボランティアに

は、石川県内に入ってくることを控えるよう呼びか

けている。 
このように石川県による災害ボランティアの現地

入りを自粛するよう求めたメッセージは、2段階にわ

たっていた。第1回目は、危機管理下における緊急救

助や交通渋滞緩和のためのメッセージであった。だ

が、2回目の復旧期のメッセージでは、人命救助期の

自粛とは異なり、県の災害ボランティアセンターで

災害ボランティアを管理し、それ以外の災害ボラン

ティアを忌避するようなメッセージへと変遷した

（宮前・大門・渥美, 2024）。通常、災害ボランティ

アセンターは、市町村レベルで受け入れを行うが、

この災害では―移動時間やニーズ把握で明らかに非

効率な―被災地から離れた県庁所在地（金沢市）で

受け入れを一元化する方針が示されている。 
 また、これと相即的にテレビや新聞報道において

も、災害ボランティアが現地入りするのを控えるよ

うな呼びかけがなされている。例えば、NHK（2024）
は、「6日からの3連休について、多くの被災地ではボ

ランティアなどの受け入れ態勢が整っておらず、石

川県などは現時点では問い合わせなども控えてほし

いとしています」など、発災5日後の1月6日にボラン

ティアの受け入れ体制が整っていないことを指摘し

ている。人命救助期から避難完了期にあたっては、

「受け入れ体制」が整っていないこと（産經新聞, 
2024）や移動を「控える」こと（日本經濟新聞, 2024）
が強調され、ボランティアはまだ待機しておいてほ

しいという報道（中日新聞, 2024）もなされた。この

後、1月末頃の復旧期には（この後取り上げるように）

災害ボランティアの自粛の風潮を批判する報道がな

されるようになるが、1月の当初は、災害ボランティ

アは、災害ボランティアセンターが立ち上げられ、

受け入れの準備が整うまでは待つべきであるという

報道がなされていた。 
 ここまでの内容をこの後の整理のためにあえて簡

潔にまとめるとすると、行政からの災害ボランティ

アへのメッセージは「災害ボランティアは、円滑な

交通を妨げる可能性があるため、個人ではなく県を

通して活動してください」とまとめられるだろう。

公的な発言においては、災害ボランティアや県内へ

の移動を自粛するよう呼びかける一方で、県を通し

た災害ボランティアを奨励するようなメッセージが

出された。そして、その後、災害ボランティアの移

動を自粛するべきだという報道も県の発表に即した

形でなされた。本稿では、ソーシャルメディア上の

言説については十分考慮できていないが、上述した

メッセージが災害ボランティアへ向けて、また、メ

ディアを介して広く一般的なメッセージとして共有

されたことは間違いないだろう(3)。言い換えれば、災

害ボランティアは自主的に行うものである一方で、

県に従って参加すべきだという相矛盾したメッセー

ジであったと言える。 
 
４．対抗言説―公的な発言への対抗言説（メタメッ

セージ） 
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 これらの関係から脱却する上で、こうした固定的

（と少なくとも考えられているよう）な関係に対し

て、どのような対抗言説が述べられていたのかを整

理しておくことは有用であろう。だが、議論を先取

りすれば、意図せずして―つまり、ダブル・バイン

ドとは情報の受け手のみを拘束しているのではなく、

出し手も拘束しているのだから―ダブル・バインド

を強化する方向へ進んでしまったことになる。 
 1月末頃に2度目のボランティア自粛を要請した際

に、石川県は、個人で現地入りするのではなく県の

ボランティアセンターを介して活動するようメッセ

ージを発した。この際に、メディアからは、1月初旬

の報道とは異なり、ボランティアを自粛させようと

する県の立場や社会風潮に批判的な記事が続いて出

された（朝日新聞, 2024a, 2024b; 東京新聞, 2024; 神
戸新聞NEXT, 2024）。それぞれの記事について詳細

に説明することは避けるが、そのポイントは、県に

よる個人でのボランティア活動を自粛する要請や、

それに伴って生じた社会のボランティア自粛・迷惑

論の風潮批判にある。この風潮に対して、例えば、

「行かないことが支援」という言葉が生まれたこと

への批判（朝日新聞, 2024b）、行政による初動対応

批判の隠れ蓑として使われたことへの批判（朝日新

聞, 2024a）やボランティアを管理する風潮への批判

（神戸新聞NEXT, 2024）などが挙げられる。そして

そのポイントは、県の管理下でボランティアがなさ

れる必要は必ずしもなく（東京新聞, 2024）、そうし

た制度のない阪神・淡路大震災の頃の自由な活動が

言及される（神戸新聞NEXT, 2024）点である。 
災害ボランティアが主体的に実行されるうえで、

ダブル・バインド関係から脱却するのが困難なのは、

矢守（2009）も指摘するように、情報の受け手だけ

でなく、情報を出す側、つまり、その関係をコント

ロールしているように見える側（ここでは行政や専

門家）もその関係に嵌まり込んでしまっていること

である。例えば、行政の側が主体的に逃げてほしい

と願って情報を出したとしても、仮に住民が本当の

意味で勝手に避難を開始し始めたとすれば、行政の

側は「いや、きちんと災害情報を確認してから避難

してください」と再度住民の側を拘束するような関

係に引き込んでしまう。今回の事例を見てみれば、

災害ボランティアとは、（阪神・淡路大震災で見ら

れたように）「本来、自由であったはずなのだから

県の管理下に置かれる必要はない」という単純明快

な主張を行うことは、より強い拘束―もちろん自由

に活動してほしいがそこまで勝手に動かれると困る

―を伴って、災害ボランティアを管理・統制しよう

とするダブル・バインドに嵌まってしまうことにな

る。 
実際に、このようなダブル・バインドは、表1にお

ける第二の水準のメタメッセージ（コンテクスト）

も生じさせている。関係の固定化の観点から言えば、

警察による検問や災害ボランティア受付の金沢での

一本化、高速道路無償化には社協の「ハンコ」が必

要とされることなど災害ボランティアは行政との関

係を前提としなければ、実施が難しい状況が見られ

る。また、情報の一意化の観点から見ても、事実、

災害ボランティアセンターで中心となりがちな家屋

の清掃や瓦礫撤去活動（大門・渥美, 2018）それ自体

が災害ボランティア活動であるかのような表現（例

えば、「装備」が必要という言い方（産經新聞, 2024））
や、肉体的な労働を想起させるようなボランティア

のマニュアルの存在（例えば、珠洲市災害ボランテ

ィアセンターのウェブサイトには清掃や片付けなど

の肉体労働のみを「ボランティアができる事」とし

て記載している（珠洲市災害ボランティアセンター, 
2024）が挙げられる。 
 
５．識別のコンテクストから賭けのコンテクストへ 
 災害ボランティアのダブル・バインドにおける情

報の出し手と受け手の双方が拘束された関係を脱却

するうえで、ベイトソン（2022）による識別のコン

テクストと賭けのコンテクストの対比は、一つの実

践的示唆を与えるものである。災害ボランティアの

ダブル・バインドを抜け出すうえで鍵となる事例で

あるため、詳しく解説したい。 
 ベイトソンは、パブロフの犬の実験とイルカの学

習の2つの事例を対比的に論じている（4）。まず、パブ

ロフの犬の実験事例では、円と楕円を見分ける課題

を犬に提示する実験を行ない、正しく円を見分けら

れた場合に報酬（餌）がもらえる課題が取り上げら

れている。この時、実験の中で、楕円を徐々に円に

近づけていくと、初期の段階では、犬はその課題を

遂行するものの、楕円と円の判別が徐々に難しくな

るに従って、ノイローゼのような反応を示すように

なったという。当然、いきなり犬にただの楕円を示

したところでノイローゼが生じることはないのだか

ら、この実験において重要であったのは、実験者と

犬の間に徐々に生じていった円と楕円を識別すると

いうコンテクストが存在したことにある。しかしな

がら、パブロフの犬の実験では、「円と楕円を識別

する」という課題において、犬は識別のコンテクス
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トにあるということから抜け出せなかった。 
 その対比的な事例として、ベイトソンは、イルカ

の調教の事例を挙げている。イルカが調教師の笛を

吹いた際にある芸を行うという一連の学習を行う場

合を考えてみよう。調教師が笛を吹くと、ある芸（例

えば、ジャンプ）を行えた場合に報酬（餌）がもら

えるようになると、イルカは、笛を吹くと自然にジ

ャンプを行うようになる。しかしながら、ある時、

笛を吹いてジャンプしても、イルカに餌が与えられ

たり、与えられなくなる場合を調教師は意図的に作

るという。当然、イルカはその状況に困惑すること

になるが、この時イルカは「笛を吹いたらジャンプ

する」という行為がもはや求められていないことに

ある時気づくことになる。そして、このイルカは、

これまで自分が行ったことのなかった新しい動きを

突然実施するようになったという。ここには、「笛

を吹いたらジャンプする」というコンテクストから

抜け出し、新たな活動へ跳躍するような運動が見ら

れたことをベイトソンは「賭けのコンテクスト」と

して指摘している。 
 識別のコンテクストと賭けのコンテクストの大き

な違いには、パブロフの犬は、その外部にある別の

コンテクストへと移行することなく単一のコンテク

ストにとどまってしまったのに対して、イルカの事

例では、別のコンテクストへと―それはある種の「賭

け」を伴って―移行したことにある。もう少し別の

言い方をすれば、それまで常識と思っていたような

物語から、何らかの矛盾や失敗を契機に、別の物語

へと移行しようとする蓋然性を保持することが重要

であるということである。 
 「災害ボランティアは、円滑な交通を妨げる可能

性があるため、個人ではなく県を通して活動してく

ださい」というメッセージが孕む災害ボランティア

のダブル・バインドを脱却する上で、識別のコンテ

クストと賭けのコンテクストに沿った整理は、新た

な実践的視点を提示できる。仮に災害ボランティア

が、識別のコンテクストの中でとどまった場合には、

例えば、どうすれば、災害ボランティアセンターを

有効に機能させたり、その枠組みの中でどうすれば

有効に現地で対応することができるかに焦点があて

られるであろう。しかしながら、その副産物として、

災害ボランティアセンターの運営への過剰な期待や

負荷、センターを介さない人々の識別といった問題

を生ずるであろう。このことは、事実部分的に事例

として報告されている。例えば、大門・渥美（2018）

は、熊本地震の災害ボランティアセンターの事例に

おいて、災害ボランティアがボランティアセンター

の受付業務が円滑に遂行されないことから激昂し、

住宅を失った被災者でもあるセンターの社会福祉協

議会職員が土下座する場面を報告している。また、

センターを介さないボランティアが「野良ボラ」と

呼ばれたり、被災地において正統なボランティアで

あることを標示するようなビブスの着用が陰に求め

られていたり、実行されることもそのことを示して

いるであろう。だが、その先に、見られるのは、パ

ブロフの犬が直面したような―被災地における犯罪

者か善良なボランティアか、迷惑な他者か復興のパ

ートナーかといった―ノイローゼ様の症状が生じる

のではないだろうか。 
その点で、災害ボランティアが向かうべき方向の

一つは、賭けのコンテクストへと移行することにあ

ると考えられる。言い換えれば、これまであったよ

うな、災害ボランティアの自粛という枠組み・コン

テクストから抜け超えるような運動が求められるの

ではないだろうか。そこには、受け入れ体制ができ

るのを待つ（情報待ち）、災害ボランティアセンタ

ーを通して実施するもの（関係の固定化）、活動は

定められているべき（情報の一意化）とは異なるよ

うな運動が求められるべきである。 
ベイトソンはこうしたコンテクスト(5)には、それ

らの兆候を示すマーカー（コンテクストマーカー）

が存在することを示している。言い換えれば、学習

活動の中には、必ず、矛盾をきたしている兆候があ

り、その場所にこそ、次の実践の萌芽が示されてい

るということである。災害ボランティアの場面に即

してみれば、「そもそもその枠組みが失効している」

というエラーがキーになると思われる。災害ボラン

ティアのダブル・バインドで示されているような「メ

ッセージ（とメタメッセージ）で示されているにも

かかわらず現実は〇〇」という現象に着目してみる

のが有効である。 
 
６．災害ボランティアのコンテクストマーカー 
 そこでまず、賭けのコンテクストへ向かうための

情報を付与し、新たな災害ボランティアの実践へと

向かうためのコンテクストを提供したい。ここまで、

災害ボランティアのダブル・バインドによって生じ

る、情報待ち、関係の固定化、情報の一意化という3
つのコンテクスト（メタメッセージ）があることを

指摘した。しかしながら、これらのコンテクストは、

現実の被災地の場面では、実際には失効しつつある

ということである。 
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第一に、関係の固定化と矛盾する事実として、災

害ボランティアセンターを経由しないボランティア

活動の方が多いということである。東日本大震災に

おいては、災害ボランティアセンターを通して活動

したボランティアよりも実際に活動したボランティ

アの方が数倍程度多いと指摘されている（岡本 , 
2013）。また、能登半島地震における活動者数につ

いても、Daimon et al.（2025）によれば2024年7月時

点で日本の人口の1%程度であり、これは災害ボラン

ティアセンターが把握している数よりも多い。災害

ボランティアセンターは、無視はできないもののあ

くまでも被災地支援の一つのチャネルであり、必ず

しもボランティアを対応する窓口という関係の固定

化が現実の場面で生じているわけではない。 
情報の一意化と矛盾する第二の事実として、現実

の被災場面には、多様な人々の群と活動が存在して

いることである。ここで追記する必要はないことで

もあるかもしれないが、現地には、災害ボランティ

アセンターを介さないような自営業者、宗教者も多

数活動しているし、被災地域の住民がボランティア

活動を担っている場面もある。そして当然、現地の

住民から見た場合に、仕事として来ているような自

治体職員や建設業者、さらには自衛隊であっても、

「ボランティア」として映る場合もあるだろう。ま

た、現在の災害ボランティアセンターが提供するよ

うな肉体的な活動（瓦礫撤去、清掃）以外にも、避

難所の運営や掃除、道路の整備、炊き出し、サロン

活動、制度・申請の相談、お祭りの手伝い、など多

くの活動が能登半島地震の被災地で実施されている。 
そして、最後に、情報待ちと矛盾する第三の事実

として、すでに災害直後の被災地ではボランティア

活動が始められているということである。現実に被

災地において一番にボランティア活動が担われるの

は、現地の被災者によってある。また、能登半島地

震の被災地でも、行政がボランティアを断っていた

ことで、自校ですべてのボランティアを受け入れて

いた高校の事例がある。また、被災地NGO恊働セン

ターは、1月2日から現地拠点を設けているが、さら

に言えば、すでに2007年の能登半島地震から活動を

行っていた。そして、災害ボランティア自身が災害

ボランティアを受け入れる体制を整えてきた事実が

これまであったこと（渥美・頼政・大門, 2024）も忘

れられてはならない。 
だが、ここで留意したいことは、秩序化（A）と遊

動化（B）の二項対立に基づく議論―例えば、自粛要

請を待たないで動こう、災害ボランティアセンター

外の活動を先鋭化させよう、力仕事以外の活動を前

衛化させよう等―は、結局Aの前提を温存し、むしろ

「A対B」の関係をより強化させてしまうことである。

そして翻って、さらにBへの統制を強めてしまうこ

とになりかねない。いずれも双方の批判において、

Aから見たBへの批判（「局所的で偏った支援だ！」）

も、Bから見たAへの批判（「形式的で大雑把な支援

だ！」）もその構造的な違いはあれど、いずれのサ

イドも「被災者が救われていない」という点では共

通しているからである。B（遊動化）サイドが批判的

に展開する一連の議論のいずれも、その批判対象と

して暗黙裡にA（秩序化）が前提とされているかぎり、

同じダブル・バインドのコンテクストに（場合によ

っては更に強い拘束を伴って）引き戻されてしまう

のである。したがって、「A対B」によって生じた（情

報待ち、関係の固定化、情報の一意化）コンテクス

トとは異なる（賭けの）コンテクストへ向かう必要

があるということになる。 
では、ここでいう賭けのコンテクストが生じるに

はどのような実践が求められるのであろうか。第一

には、賭けのコンテクストが生じるためには、それ

まで前提であったことが揺らいでしまうような場面

を生み出すことが考えられる。例えば、災害ボラン

ティアセンターとは異なるチャネルでの活動場面

（e.g., 災害NGOが市のボランティアバスを受け入

れる）に接続したり、支援者ではなく被災者も支援

に加わるような活動（e.g., 被災住民が災害ボランテ

ィアの宿泊場所を提供する）に遭遇すること、肉体

的な活動と思っていたにもかかわらず別の活動が生

じてしまうこと（e.g., 片付けではなく仮設のサロン

活動になったこと）などが考えられる。 
そして、より重要なのは、第二に、そのコンテク

スト（A対Bの二項対立）に内在しないような、全く

新しいコンテクストを持ち込むことも考えられる。

もちろん、ベイトソンが言うように、賭けのコンテ

クストへ移行する実践は、意図的に生じると言うよ

りも、蓋然的であることも重要である。今あるコン

テクストから脱却するためには、そのコンテクスト

に自身がメタ的に気づくことが必要であるからであ

る。だが、それでもなお、このコンテクストが前提

としているいくつかの要素を提示することで、別の

コンテクストに移るための実践的な指針を示してお

こう。 
一つは、このコンテクストには「被災者」が不在

であるということである。「被災者が救われていな

い」という言説も、暗にボランティア活動とは支援
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者と被災者が存在し、そして支援者が支援を行うと

いう前提に立っている。何らかの有用性を超え、被

災地にいる住民と外部者とのコンヴィヴィアルな関

係を目指す方向性が考えられる。 
もう一つは、このコンテクストでは「ボランティ

ア」は人や組織などの主体として扱われているとい

うことである。ボランタリーな行為という側面に着

目してみれば、行政サイド（例えば、市町村や都道

府県による手挙げでの応援職員の派遣）であっても、

その行為のみを取り上げれば「ボランティア」とし

てもみなされうる。NPO・NGOやいわゆる「ボラン

ティア」がルーティーン的に実施しているのであれ

ば、行為の水準ではボランタリーと呼べない場合も

あるだろう。このような意味で、むしろ、いずれの

セクターであってもボランタリーな行為を生み出し

ていく実践、いわば行為の水準でのボランティア活

動を目指す方向性が考えられる。 
 
７．おわりに 

ここまで、災害ボランティアに対する公的なメッ

セージ「災害ボランティアは、円滑な交通を妨げる

可能性があるため、個人ではなく県を通して活動し

てください」が孕むメッセージとメタメッセージを

整理し、その結果生じるダブル・バインドを整理し

てきた。そして、そのダブル・バインドに拘泥する

ような識別のコンテクストから、賭けのコンテクス

トへと向かうための現実場面の事例や今後の指針を

いくつか提示した。災害ボランティアのダブル・バ

インドには、ある種の共有されたイメージの一方で、

現実場面ではそのメッセージがすでに失効している

ような場面や実践の萌芽が多数見られることは、新

たな活動の萌芽であると言えよう。 
 
補注  

(1) 災害情報の発出に関する詳しいダブル・バインドの説

明については、矢守（2009）を参照せよ。 

(2) 宮前・大門・渥美（2024）が整理した石川県知事の「知

事発言要旨」および「主な知事発言」（石川県, 2024）を

もとにメッセージを整理した。 

(3) SNS（X）上の初期の言説については、宮前（2024）が

詳細に論じているのでそちらを参考にされたい。 

(4) 例えば、この事例については、活動理論で著名なエン

ゲストロームも論じているので参照されたい。 

(5) 矢守（2009）では、ダブル・バインド論において、コ

ンテクストは十分に議論されていなかった。実際に、メ

ッセージとメタメッセージによるダブル・バインド状態

が生じるのは、それが繰り返し行われることでそこから

抜け出すことができないある種のコンテクストが生じ

るからである。本稿では十分にその点は検討できていな

いが、日本社会における自粛の実践は、COVID-19パンデ

ミックによる直近の影響に加えて、オイルショック時の

買い控えや天皇崩御後のイベント自粛などの影響が考

えられる。また、災害ボランティアに関して言えば、災

害ボランティアセンターの制度化やメディア報道によ

る受け入れの体制の強調、市民社会側の災害ボランティ

アセンターへの傾倒などもその影響として考えられる。

また、石川県においてはナホトカ号から一貫して、ボラ

ンティアを一元管理しようとするシステムを踏襲して

いる点も重要である。いずれにしても、メッセージが機

能するためには、その状況が繰り返えされることで生じ

るコンテクストが重要であることについては十分考察

されねばならない。 
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